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国際貢献、８割「非軍事で」＝日韓会談は年内こだわらず－時事世論調査
　時事通信の８月の世論調査で、日本の国際貢献について尋ねたところ、「あくまで非軍事的な貢献に軸足を置くべきだ」との回答は８１．０％で、「軍事的な貢献にもっと踏み込むべきだ」の１０．１％を大幅に上回った。
　安倍晋三首相は１４日に発表した戦後７０年談話で「世界の平和と繁栄にこれまで以上に貢献していく」と表明している。今国会で審議中の安全保障関連法案は、自衛隊による国際貢献活動の幅を広げる内容となっているが、武力行使につながりかねない活動には世論の抵抗感が強いことが浮き彫りになった。
　一方、日韓首脳会談の実現については、「年内に行うべきだ」の３７．４％に対し、「年内にこだわらなくてもよい」は５４．８％と過半数を占めた。　
　調査は７～１０日、全国の成年男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６３．７％。（時事通信2015/08/15-15:04）2015/08/15-15:04

特殊作戦司令部が事故調査＝米軍ヘリ墜落
　【ワシントン時事】米国防当局者は１５日、陸軍のヘリコプターが沖縄県うるま市沖で米軍輸送艦「レッド・クラウド」の甲板上に墜落した事故に関し、陸軍特殊作戦司令部が原因究明に向け調査に当たっていることを明らかにした。
　当局者によると、レッド・クラウドは事故機を載せたまま、東シナ海上を航行中。米軍は今後、事故機を米本土に移送する方針という。当局者はまた、事故現場は沖縄県・浮原島沖の日本の領海内だったと述べ、「国際水域」だったとの国務省の説明を訂正した。（2015/08/16-06:43）2015/08/16-06:43
防衛相 沖縄米軍トップに再発防止を要請
NHK 　8月15日 21時32分
沖縄県を訪問している中谷防衛大臣は１５日夜、沖縄のアメリカ軍トップのウィスラー四軍調整官と会談し、沖縄県うるま市の沖合でアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故について、原因究明と再発防止を求めました。
１５日から２日間の日程で沖縄県を訪問している中谷防衛大臣は、１５日夜キャンプ瑞慶覧を訪れ、沖縄のアメリカ軍トップのウィスラー四軍調整官と会談しました。
　この中で中谷大臣は、今月１２日に沖縄県うるま市の沖合でアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故について、「情報提供や原因究明、それに再発防止に努め、可能なかぎり住民の懸念の解消に努力してほしい」と述べました。これに対しウィスラー四軍調整官は「事故についての情報があれば連絡する。また、再発防止とともに、安全な運用に努めていく」と応じたということです。
　会談のあと、中谷大臣は名護市内で記者団に対し、「訓練は必要だが、実施する際には安全第一で実施しなければならない。アメリカ軍も安全対策や事前の調整を行い、住民への配慮や事故防止に最大限留意してほしい」と述べました。 

終戦の日 戦後の民主主義を考える集会
NHK　8月15日 20時06分
終戦の日の１５日、安全保障関連法案などについて意見を交わし、戦後の民主主義について考える集会が東京・千代田区で開かれました。
集会は学者などで作る「市民文化フォーラム」が終戦の日に毎年開いていて、終戦から７０年となる１５日は３００人を超える人たちが参加しました。
　このなかで、作家の落合恵子さんは「戦後、周囲の大人が二度と戦争は嫌だと言うのを聞いて、なぜ反対しなかったのかと思った。安全保障関連法案を通してしまったら、いつかまた問われることになるだろう。戦後７０年のことしを『戦前』にしないために、それぞれができることをやりましょう」と呼びかけました。
　また、憲法学者の樋口陽一東京大学名誉教授は「安倍政権のやり方は人類の知の積み重ねを壊すものだ。きのうの談話の『私たちの子や孫たちに謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない』という部分は、今後、国際社会における日本の立場を阻害する要因になるのではないかと懸念している」と述べました。
　参加した７１歳の女性は「戦前に戻してはならないという思いを若い世代にも引き継いでいきたい」と話していました。 

安保再開、週明け協議＝「安倍談話」で質疑も－与野党
　国会は週明けから、休止していた法案審議の再開に向け動きだす。与党は１８日から安全保障関連法案の参院審議を行いたい考えだが、対決色を強める民主党などは応じる気配を見せていない。一方、野党側は戦後７０年の「安倍晋三首相談話」を追及する構えで、安保法案の審議日程に波及する可能性もある。
　参院平和安全法制特別委員会の自民、民主両党筆頭理事は１７日にも安保法案に関する日程協議を行う。同特別委は１１日、共産党が中谷元防衛相の答弁を不服として紛糾、同党以降の質疑を残したまま散会した。与党は、積み残し分を含め審議促進を目指すが、野党側の反発は収まっていない。
　法案採決までの審議時間について、与党は「８０時間程度」とみるが、安倍内閣の支持率下落を受け、民主党など野党側の徹底審議の要求は強まっている。このため、自民党内では１１６時間に達した衆院と同程度の審議を行うこともやむを得ないとの声も出ており、今後は「出口」をにらんだ綱引きが本格化しそうだ。
　一方、野党側は、「安倍談話」について、「日本が植民地支配、侵略を行ったという明確な認識は記されていない」（岡田克也民主党代表）などと批判。与党には既に衆参両院での予算委員会開催を求めており、開かれれば安保審議の日程は窮屈になる。
　労働者派遣法改正案を審議する参院厚生労働委員会など他の委員会は１８日以降、衆参両院で順次再開する。ただ、安保審議などのあおりを受けスムーズに進まない可能性もある。（時事通信2015/08/15-15:29）2015/08/15-15:29

週明けの国会、荒れ模様か…特別委が中断・散会
読売新聞　2015年08月16日 18時07分


　与野党は、週明けにも、安全保障関連法案の参院での審議再開に向けて協議する予定で、採決に向けた攻防が本格化しそうだ。
　一方、政府・与党が安保関連法案の審議を最優先している影響もあり、他の重要法案は審議の停滞が目立っている。
　安保関連法案の衆院での審議時間は、約１１６時間だった。政府・与党は、参院平和安全法制特別委員会でも１００時間前後の審議が必要とみているが、これまでの審議時間は約４１時間にとどまっており、１００時間到達は９月上旬になるとみられている。
　週明けの国会は荒れ模様となる可能性もある。１１日の特別委では、共産党が取り上げた防衛省統合幕僚監部の内部資料で、法案成立前に自衛隊が編成計画などの検討を行っていたことが問題となり、審議が中断したまま散会した。野党は政府への追及を強める構えだ。
平和安全法制は何故「戦争法案」と称されるか(１)

まさのあつこ | ジャーナリスト

2015年8月15日 15時6分 

安倍政権が進める安保法制は誰の手にも余る分かりにくい法案である。安倍政権は「安保法制１１法案」と宣伝し、報道各社とも「安保法制１１法案」と報じて来たが、本当は２１法案ある。そして、注目すべきは以下の３つで、問題はこれで何が変わるかである。今さらだがそれらの解説を行いたい。 
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安保法制は子どもがイタズラ書きをするほど関心は高まっている(筆者撮影）
先に要点をかいつまむと以下の通りである。 

国際平和共同対処法案
・・・世界の警察活動への後方支援 

・・・他国に武器提供なし 

重要影響事態法案
・・・世界で兵站。他国への弾薬提供あり 

武力攻撃事態及び存立危機事態法案
・・・武力行使、部隊の展開あり 

以下に、それを解説していく。安倍政権は内閣官房／内閣府／外務省／防衛省の名で「平和安全法制」の概要～我が国及び国際社会の平和及び安全のための切れ目のない体制の整備として以下のように１１本を並べて説明してきたが、これでは何がどう変わるのかは、本質が全く分からない。 

[image: image4.jpg]r i
wmmE FHREEN I OMR

FARLAWENE LA WRCEIIZOTHRCEE ORI AT S1-H0 BRNEN
O-WERETSEM

e oA Aty

2 EmERGHE
s

50000117 RSB T RRUR S B RO R RO S0

6 AWAREMANEE > XWTFHURNE
RruwaBBAL 18 Rs k7 1) peREED)

7 MEAAERHME
EpuuaBBhy SnEsARESON

raan

5 A LM
EERB A S AN A RAS R L RN

© AL
RrAERB AU SRR SNANORBY Sa

0. MRRERRANREE

ERERRE MR TR MR R TRAEARIET S0 BORRFIH TN

ZWED BT SEE

[ e ]




出典：「平和安全法制」の概要
全体の構成
安倍政権の言う「平和安全法制」を「平和安全法制等の整備について」　から読み解いていくと、逐条審議（１条づつ審議していくこと）をしない限りは、「国民の理解」など得られないものであることが分かる。１１本ならぬ、計２１本の法案は以下のようなものだ。 

１．新法
国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律案（国際平和支援法） 

２．「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律案」で、「等」に括られている一部改正法案（＝平和安全法制整備法案）
1.　自衛隊法 

2.　国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律 

3.　周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律 

4.　周辺事態に際して実施する船舶検査活動に関する法律 

5.　武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律 

6.　武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い我が国が実施する措置に関する法律 

7.　武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律 

8.　武力攻撃事態における外国軍用品等の海上輸送の規制に関する法律 

9.　武力攻撃事態における捕虜等の取扱いに関する法律 

10.　国家安全保障会議設置法 

11.　道路交通法 

12.　国際機関等に派遣される防衛省の職員の処遇等に関する法律 

13.　武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

14.　武力紛争の際の文化財の保護に関する法律 

15.　原子力規制委員会設置法 

16.　行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

17.　サイバーセキュリティ基本法 

18.　防衛省設置法 

19.　内閣府設置法 

20.　復興庁設置法 

１．政府が「国際平和支援法」という「国際平和共同対処法」とは
まず、政府が「国際平和支援法」と呼ぶ法案の正式名称は「国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律案」である。法案はここにある。 

http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/pdf/anbun-kokusaiheiwasienhou.pdf
新法が対案される際には、法案の一番後ろに「法案提出理由」が書かれていて、それを読むと、何故この法案が提出されたが書いてある。それを読んでから法案を読むと読みやすい。以下で、改行と太字を加えておく。 

法案提出理由
国際社会の平和及び安全を脅かす事態であって、 

その脅威を除去するために 

国際社会が国際連合憲章の目的に従い共同して対処する活動を行い、 

かつ、我が国が国際社会の一員として 

これに主体的かつ積極的に寄与する必要があるものに際し、 

当該活動を行う諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等を行うことにより、 

国際社会の平和及び安全の確保に資することが 

できるようにする必要がある。 

「国際社会の平和及び安全を脅かす事態」とは武力による紛争である。「諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等」とは、つまり「諸外国の軍隊等」に日本が「協力支援活動等」を行えるようにすることが分かる。では日本が行う「協力支援活動等」とは何か、「第三条」の「定義」にそれが説明してあるが、その一つとして自衛隊がどんなものを提供できるかが書いてある。 

第三条　協力支援活動として行う自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊による役務の提供は、別表第一に掲げるものとする。 

この別表を抜き出すと以下の通りである。 
新法である「国際平和共同対処法」とは、この別表第一で分かる通り、いわば「世界の警察活動への後方支援法案」であり、あらゆる兵站（へいたん）活動が含まれる。ただし、この活動における武器提供はない。 

法律案の中に、地理的制約は読み取れない。 

また、「武器の使用」は第十一条に「自己又は自己と共に現場に所在する他の自衛隊員若しくはその職務を行うに伴い自己の管理の下に入った者の生命又は身体の防護のためやむを得ない必要があると認める相当の理由がある場合」と書かれている。 
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第三条　別表
平和安全法制は何故「戦争法案」と称されるか(２)

まさのあつこ | ジャーナリスト

2015年8月16日 5時10分 
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2014年7月１日の閣議決定時に安倍首相は国際平和支援法案の概念は説明しなかった
（１）で解説した「国際平和支援法」は、大半の憲法学者たちが口を揃えて言ってきたように憲法９条に違反する。 

なぜなら、この法律案の肝は、「国際社会の平和及び安全を脅かす事態」の「脅威を除去するために」「国際社会が」「共同して対処する活動」「を行う諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等を行う」ことにある。 

つまり、自衛でもなんでもない。国際社会の平和及び安全を脅かす事態の脅威があったら、他国の軍隊の活動に、日本の自衛隊が協力するということだ。 

これは今までにはまったくない概念の法律案であり、だから新法である。 

しかし、安倍政権は、この法案について、子どもがイタズラ書き（（１）の冒頭写真）で真似するような上の図と共に説明する２０法案の中に混在させてしか説明してきていない。 

安倍政権がこれで自衛隊に何をさせるかについて、詳しくは（１）で示した第三条別表を見ていただきたいが、１．給水、給油、食事の補給、２．人員や物品の輸送、３．修理や整備、４．医療、５．通信、６．航空機の離発着及び船舶の出入港への支援・・・とありとあらゆる物品や役務の提供である。 

しかも例えば３番目は何の「修理」とも「整備」とも書いていないから武器の修理とも読める。また6番目の「航空機の離発着及び船舶の出入港」への支援はその場所を特定していないので、他国の戦闘機や戦艦を、例えば沖縄や神奈川などの米軍基地から送り出すことが想定できる。 

こうした「兵站」とは、「軍事装備の調達，補給，整備，修理および人員・装備の輸送，展開，管理運用についての総合的な軍事業務」（ブリタニカ国際大百科事典 小項目事典の解説より）であり、つまりこれは戦争法案である。 

武器の提供はしない、武器の使用は必要がある場合だけとあるが、兵站の他、自衛隊に「捜索救助活動」もさせることになっている。「捜索救助活動」とは、定義（第３条）で、他国の軍隊による戦闘行為で遭難した戦闘参加者の捜索又は救助であると書いてある。明らかな軍事業務、戦争である。 

平和安全法制は何故「戦争法案」と称されるか(３)

まさのあつこ | ジャーナリスト

2015年8月16日 8時26分 
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平和安全法制整備法案　新旧対照表より切り貼り
新法である「国際平和支援法」は、他国の軍隊が「国際社会の平和及び安全を脅かす事態」に共同で対処する活動への兵站活動を行う戦争法案であることを（１）と（２）で解説したが、２０本を一つにまとめた平和安全法制整備法案とはどのようなものか。 

２．政府が「平和安全法制整備法案」と呼ぶ一部改正法案群とは
「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律案」（＝平和安全法制整備法案）とは、（１）に並べたように、２０本の一部改正法案を束にしたものだ。 

内閣官房ウェブサイト「平和安全法制等の整備について」にある「新旧対照表」を精査すると、一部改正で何が加わり、何が削除されるかが分かる。 

http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/pdf/sinkyuu-heiwaanzenhouseiseibihou.pdf
精査するとほとんど、一つひとつが違う「事態」に関する法律で、「新法」に近いものが２本ある。国会審議でも繰り返し数多くの問題が提示されてきた重要影響事態法案と武力攻撃事態及び存立危機事態法案だ。 

重要影響事態法案
これは、従来「周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律」（＝周辺事態法）と呼ばれていたもので、この一部改正の肝は少なくとも３つある。 
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重要影響事態　新旧対照表より切り貼り
一つはこれまでの「周辺」という地理的な制約を削除し、「そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力攻撃に至るおそれのある事態等我が国の平和及び安全に重要な影響を与える事態」に範囲を広げて、新たに「重要影響事態」と称すること。 

二つ目は、これまでは日米安保条約の効果的な運用に寄与することが目的だったのが、この法案では安保条約を「中核とする」「外国との連携」が新たに加わったこと。 

そして三つ目は、ここでも別表で明らかにされる「兵站」活動だ。 

その備考（右図）にあるように、従来は「物品の提供には、武器（弾薬を含む。）の提供を含まないものとする」としていたところを、一部改正案では「備考物品の提供には、武器の提供を含まないものとする」と、「（弾薬を含む。）」が削除されている。 

また、「物品及び役務の提供には、戦闘作戦行動のために発進準備中の航空機に対する給油及び整備を含まないものとする。」「物品及び役務の提供は、公海及びその上空で行われる輸送（傷病者の輸送中に行われる医療を含む。）を除き、我が国領域において行われるものとする 」としていたものも削除された。 

中谷防衛大臣はこの「削除された弾薬」つまり、「今後は提供できる弾薬」として核ミサイルなどまで法理上は可能である旨、答弁をしてしまった。 

総じて言えば、「重要影響事態」では、今までできなかった弾薬、給油を含めた兵站（戦争）が地理的制約なくできてしまうことを示す。 

武力攻撃事態及び存立危機事態法案
もう一つ、新法であると言っても過言ではないのがこれで、これまでは「武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律」（武力攻撃事態法）に「存立危機事態」が加わったもので、 この一部改正の肝は、少なくとも３つある。 
一つは、定義（第２条）で、「存立危機事態」を「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事態」としたこと。 

二つ目は、その「存立危機事態」を終結させるための「対処措置」として、自衛隊が「武力の行使」「部隊等の展開」「その他の行動」ができるにすること。 

この武力行使には「新３要件」がついているというのが安倍政権の説明だが、二つは定義の中に盛り込まれ、三つ目の「必要最小限度の実力行使にとどまるべきこと」に相当するらしき文言は、「その制限は当該武力攻撃事態等及び存立危機事態に対処するため必要最小限のもの」と曖昧だ。 

では「存立危機事態」の具体例を挙げよと質問されても、ホルムズ海峡の機雷掃海がそれであり、これ自体が他に手段のない必要最小限の行動であるとは言いがたい。たとえば、それに対処するための「必要最小限」の武力行使と言われても説得力はない。 
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武力攻撃事態及び存立危機事態法案 新旧対照表より切り貼り
三つ目は、他国の軍隊が自衛隊と協力して存立危機武力攻撃を排除しようとする場合の兵站活動ができるとしていることである。 

２０本の改正案がくくられた「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律案」は、このように、重要影響事態法案は今までにない自衛隊による弾薬や給油などの提供を可能に、武力攻撃事態及び存立危機事態法案は、自衛隊に武力行使を可能にする法律で、かつ、どちらも地理的な制約を外して、政治家が口先だけで「自衛」と称する法律群となっている。 

どこから見ても「戦争法案」と称される法案群であり、憲法９条に反し、廃案とすべきものだ。１万歩譲っても、１法案１条文づつ審議すべき法案群である。


まさのあつこ 

ジャーナリスト
ジャーナリスト。１９９３～１９９４年にラテン諸国放浪中に日本社会の脆弱さ に目を向け、帰国後に奮起。衆議院議員の政策担当秘書等を経て、東京工業大学 大学院総合理工学研究科博士課程修了。博士（工学）。著書に「四大公害病-水俣 病、新潟水俣病、イタイイタイ病、四日市公害」（中公新書、2013年）、「水資 源開発促進法　立法と公共事業」（築地書館、2012年）など。
終戦の日：天皇陛下おことば全文…全国戦没者追悼式
毎日新聞　2015年08月15日　12時08分（最終更新　08月15日　13時07分）


全国戦没者追悼式でお言葉を述べる天皇、皇后両陛下＝東京都千代田区で２０１５年８月１５日午後０時３分、喜屋武真之介撮影
拡大写真
　「戦没者を追悼し平和を祈念する日」に当たり、全国戦没者追悼式に臨み、さきの大戦において、かけがえのない命を失った数多くの人々とその遺族を思い、深い悲しみを新たにいたします。
　終戦以来既に７０年、戦争による荒廃からの復興、発展に向け払われた国民のたゆみない努力と、平和の存続を切望する国民の意識に支えられ、我が国は今日の平和と繁栄を築いてきました。戦後という、この長い期間における国民の尊い歩みに思いを致すとき、感慨は誠に尽きることがありません。
　ここに過去を顧み、さきの大戦に対する深い反省と共に、今後、戦争の惨禍が再び繰り返されぬことを切に願い、全国民と共に、戦陣に散り戦禍に倒れた人々に対し、心からなる追悼の意を表し、世界の平和と我が国の一層の発展を祈ります。
終戦の日：天皇陛下「深い反省」…全国戦没者追悼式
毎日新聞　2015年08月15日　12時05分（最終更新　08月15日　15時31分）


全国戦没者追悼式で黙とうされる天皇、皇后両陛下＝東京都千代田区の日本武道館で２０１５年８月１５日正午、長谷川直亮撮影
写真特集へ
　７０回目の終戦記念日の１５日、政府主催の全国戦没者追悼式が東京都千代田区の日本武道館で正午前から開かれ、天皇、皇后両陛下や遺族ら約７０００人が参列した。安倍晋三首相は式辞で「戦争の惨禍を決して繰り返さない」と不戦を誓った。天皇陛下は、おことばで「さきの大戦に対する深い反省」に戦没者追悼式で初めて言及された。
　安倍首相は、歴代首相が言及してきたアジア諸国の戦争犠牲者への加害責任や「哀悼の意」「深い反省」には一昨年、昨年に続いて触れず、世界の国や地域の繁栄のために歩んできた戦後日本の姿を強調。「今を生きる世代、明日を生きる世代のために、国の未来を切り開いていく」と述べた。
　正午の１分間の黙とうの後、天皇陛下は、日本が「国民のたゆみない努力と、平和の存続を切望する国民の意識」に支えられ平和と繁栄を築いたと述べ、初めて「さきの大戦に対する深い反省」を語り、「戦陣に散り戦禍に倒れた人々に対し、心からなる追悼の意を表し、世界の平和と我が国の一層の発展を祈ります」と述べた。続いて、遺族代表らが追悼の辞を述べ、その後の献花には９歳から１７歳の遺族６人が青少年代表として初めて参加した。
　１４日に閣議決定した戦後７０年の首相談話は「我が国は、先の大戦における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明してきた」と述べたうえで、「歴代内閣の立場は今後も揺るぎない」としている。
　１９３７年７月に始まる日中戦争と４１年１２月開戦の太平洋戦争の戦没者は軍人・軍属約２３０万人と民間人約８０万人の計約３１０万人と推定されている。厚生労働省によると、参列を予定する遺族のうち戦争を直接知らない戦後生まれは１１０９人（２０．１％）と初めて２割を超えた。一方で戦没者の妻は１４人と過去最少で、遺族の世代交代が進んでいることを印象づけた。【古関俊樹】
「深い反省」、異例のお言葉＝天皇陛下、昨年までは定型－全国戦没者追悼式
　天皇陛下は１５日の全国戦没者追悼式の「お言葉」で、先の大戦に対する「深い反省」という表現を盛り込まれた。陛下が戦没者追悼式でこうした表現を使ったことはなく、戦後７０年の節目の式で、異例と言える内容となった。
　戦没者追悼式のお言葉は、戦後５０年の１９９５年に「歴史を顧み」との文言が加わって以降、昨年までは毎年、ほぼ定型化していた。今年は「過去を顧み、さきの大戦に対する深い反省と共に」という文言が加わり、戦争の惨禍が再び繰り返されないことを切に願うと述べた。
　さらに、「戦争による荒廃からの復興、発展に向け払われた」国民の努力と、「平和の存続を切望する国民の意識」に支えられ、日本は平和と繁栄を築いてきたと語った。（時事2015/08/15-12:12）
７０回目終戦の日＝平和の重み、不戦誓う－天皇陛下「深い反省」・全国戦没者追悼式
　７０回目の終戦記念日を迎えた１５日、政府主催の全国戦没者追悼式が東京都千代田区の日本武道館で開かれた。式典には天皇、皇后両陛下や安倍晋三首相ら政府関係者と遺族の計約７０００人が参列。正午に黙とうして犠牲者の冥福を祈り、平和の重みをかみしめ改めて不戦を誓った。天皇陛下はお言葉で戦没者を悼みつつ、追悼式で初めて「さきの大戦に対する深い反省」に言及された。
　式典は正午前に始まり、安倍首相は式辞で「平和と繁栄の享受は、皆さまの犠牲の上にあり得た」と約３１０万人の犠牲者を追悼。戦後７０年を「平和を重んじ、戦争を憎んで、堅く身を持してきた」と振り返り、「同じ道を歩む」と決意を述べた。
　第２次安倍内閣発足以降、安倍首相が式辞を述べるのは３回目。今回も歴代首相が踏襲したアジア諸国に対する加害責任には言及しなかった。１４日に閣議決定した談話で触れた「反省とおわび」も盛り込まれず、国内に向けたメッセージの色合いが濃いものとなった。
　一方、「戦争の惨禍を決して繰り返さない、そのことをお誓いいたします」と語り、過去２回の式辞で触れなかった「不戦の誓い」を表明した。
　正午から参列者全員で１分間黙とう。続いて天皇陛下が「深い反省と共に、今後、戦争の惨禍が再び繰り返されぬことを切に願う」とお言葉を述べた。
　その後、父がニューギニア島で戦死した大阪府松原市の野間征子さん（７３）が遺族を代表し、「戦没者が残された尊い教訓、平和のありがたさ、命の大切さをしっかり伝える」と追悼の辞を読み上げた。
　厚生労働省によると、参列の意向を示した父母は５年連続のゼロで、妻は過去最少の１４人。戦後生まれの参列予定者は昨年より３７８人多い１１０９人で、遺族全体に占める割合が初めて２割を超えた。若い世代に戦争の記憶を継承するため、今年から「青少年代表」による献花を行い、９～１７歳の６人が黄菊を手向けた。（時事2015/08/15-12:26）2015/08/15-12:26

終戦の日：「深い反省」英訳はｄｅｅｐ　ｒｅｍｏｒｓｅ
毎日新聞　2015年08月15日　23時29分（最終更新　08月16日　00時55分）
　宮内庁は１５日、東京で行われた全国戦没者追悼式での天皇陛下のおことばの英訳版をホームページで公開した。戦没者追悼式のおことばの英訳版を公開するのは初めて。「深い反省」は「ｄｅｅｐ　ｒｅｍｏｒｓｅ」と訳しており、１４日に閣議決定された安倍晋三首相の戦後７０年談話の「痛切な反省」と同じ表現になっている。
天皇のお言葉評価＝韓国与党
　【ソウル時事】全国戦没者追悼式の天皇陛下の「お言葉」に先の大戦への「深い反省」が盛り込まれたことに対し、韓国与党セヌリ党スポークスマンは１６日、「天皇が反省に直接言及したのは初めてだ」と評価した。また「安倍（晋三）首相が戦後７０年談話で、植民地支配や侵略に関して直接謝罪しなかったのとは対照的だ」と指摘した。　
　安倍首相に対しては「『（戦後７０年談話での）過去形の謝罪を受けた未来形の対応』を全世界が期待している」と訴えた。さらに「心からの謝罪と反省を通じ、韓日関係回復の突破口を開かなければならない」と呼び掛けた。（時事2015/08/16-16:05）2015/08/16-16:05

首相 談話の各国反応に注視指示
NHK　8月15日 16時50分
安倍総理大臣は岸田外務大臣と会談し、戦後７０年にあたっての総理大臣談話に対するこれまでの外国政府の反応について報告を受けたうえで、引き続き各国の反応を注視するよう指示しました。
安倍総理大臣は１５日昼すぎ、総理大臣公邸を訪れた岸田外務大臣と会談しました。この中で岸田外務大臣は、総理大臣談話の決定を受けて１４日、韓国、イギリス、フランス、オーストラリアの４か国の外相と電話で会談し、談話の内容を説明したことや、欧米や東南アジアなどの多くの国が談話を歓迎したり、評価するコメントを出していることを伝えました。
　一方、北京の日本大使館の木寺大使が１４日夜中国外務省に呼ばれたことについては、「中国政府は従来から主張している立場を述べるにとどまり、談話についての論評はなかった」と報告しました。
　また、韓国のパク・クネ（朴槿恵）大統領が１５日午前行った演説で、談話について「残念な部分が少なくなかった」としながらも、「『歴代内閣の立場は今後も揺るぎない』と表明したことに注目している」と述べたことに対しては、パク大統領も一定の評価を示しているのではないかという見方を伝えました。
　これに対し安倍総理大臣は「引き続き各国の対応を確認してほしい」と述べ、各国の反応を注視するよう指示しました。 

戦後７０年談話 公明・山口代表「中韓との関係改善に」
NHK　8月15日 13時03分
公明党の山口代表は東京都内で街頭演説し、安倍総理大臣が発表した戦後７０年にあたっての総理大臣談話を評価したうえで、中国や韓国との関係改善につなげていきたいという考えを示しました。
この中で公明党の山口代表は、安倍総理大臣が１４日発表した、戦後７０年にあたっての総理大臣談話について、「歴代内閣の談話を継承し、歴史認識を引き継ぐ、そして今後もそれを揺るぎないものとしていくことを、みずからの内閣で閣議決定したことに、安倍総理大臣の強い責任感と意思が表れている」と述べ、評価しました。
　そのうえで、山口代表は「痛切な反省をすれば、おわびの気持ちがわいてくるのは当然だ。しかし、もっと大切なことは、痛切な反省のもとに、不戦の誓いを守り抜き、国際社会に貢献すること、平和主義や国際協調主義を貫くことを国の方針として定着させることだ」と指摘しました。そして、山口代表は「近隣諸国や国際社会の人々と認識を共有し、後世の人々が世代を超えて歴史と向き合い、未来を自信と誇りに満ちたものにしていかなければならない」と述べ、中国や韓国との関係改善につなげていきたいという考えを示しました。
首相式辞「加害と反省」なし　不戦言及で批判回避
東京新聞　2015年8月16日 朝刊
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　安倍晋三首相は十五日の全国戦没者追悼式の式辞で、過去二年はなかった戦争をしないとの決意に言及したのは、集団的自衛権行使を可能にする安全保障関連法案の成立を目指す中、国内外から批判を招くのを避けるためだ。その一方で、アジア諸国などに対する「加害と反省」は、三年続けて盛り込まなかった。
　歴代首相は式辞で「多くの国々、とりわけアジア諸国に多大の損害と苦痛を与えた」と表明。一九九五年に出された村山富市首相談話の文言に沿って加害と反省の意を示し、「不戦の誓い」も語った。安倍首相も二〇〇七年の第一次政権の式辞では言及した。
　しかし、首相は第二次政権発足後の一三年、一四年の式辞で「加害と反省」と「不戦の誓い」のいずれにも触れず、批判を浴びた。今年は「戦争の惨禍を決して繰り返さない」と述べたが、「不戦の誓い」は今年も使わなかった。
　首相は十四日の戦後七十年談話で「わが国は先の大戦における行為について、繰り返し、痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明してきた」と過去の経緯を説明する形で「反省」や「おわび」に触れたが、追悼式の式辞では「反省」の言葉はなかった。　（後藤孝好）
首相、加害と反省 ３年連続言及せず
東京新聞　2015年8月15日 夕刊
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　安倍晋三首相は全国戦没者追悼式での式辞で、三年続けてアジア諸国に対する「加害と反省」の言葉を盛り込まなかった。歴代首相は「多くの国々、とりわけアジア諸国に多大の損害と苦痛を与えた」と表明。一九九五年に出された村山富市首相談話の文言を用いて、加害と反省の意を国内外に示してきた。安倍首相も第一次政権時（二〇〇七年）には言及していた。
　安倍首相は第二次政権発足後の一三年と一四年の式辞で、歴代首相が表明してきた加害と反省のほか「不戦の誓い」も盛り込まず、批判された。
　今年も「不戦の誓い」に触れなかったが、「戦争の惨禍を決して繰り返さない」と述べ、過去二回とは違い、日本が戦争をしない決意を語った。
　首相は十四日の戦後七十年談話で、歴史認識に関して「わが国は先の大戦における行為について、繰り返し、痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明してきた」と説明した。しかし、過去の首相談話を引用するような形で触れただけで、自らの言葉としては語らなかった。全国戦没者追悼式でも「反省」を表明することはなかった。　（関口克己）
安倍談話「おわび」「侵略」言及　目立つ引用・間接表現
朝日新聞デジタル 8月14日(金)22時4分配信 

　安倍内閣は１４日、戦後７０年の首相談話（安倍談話）を閣議決定した。戦後５０年の村山談話、６０年の小泉談話に盛り込まれた「植民地支配」「侵略」「痛切な反省」「心からのおわび」といった文言を使う一方で、歴代内閣の方針を引用するなど間接的な表現が目立ち、首相自身の歴史認識は見えにくい内容となった。
　安倍晋三首相は閣議後、首相官邸で記者会見して談話を発表した。談話では１９３１年の満州事変や３３年の日本の国際連盟脱退に触れ、「（日本は）進むべき針路を誤り、戦争への道を進んでいった」と指摘。「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としてはもう二度と用いてはならない。植民地支配から永遠に決別し、すべての民族の自決の権利が尊重される世界にしなければならない。先の大戦への深い悔悟の念とともに、我が国はそう誓った」と振り返った。

　また「我が国は先の大戦における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明してきた」と村山・小泉両談話にある表現を引用。その上で「こうした歴代内閣の立場は、今後も揺るぎないものである」とした。
継承しつつ、「感謝」「積極的平和主義」独自性
読売新聞　2015年08月15日 08時49分


　安倍首相は戦後７０年の首相談話で、戦後５０年の村山首相談話と戦後６０年の小泉首相談話に盛り込まれたキーワードを継承する一方、両談話にはなかった「感謝」「積極的平和主義」などの言葉を使い、独自性を打ち出した。
　村山談話は、村山首相が重視していた中国、韓国などとの戦後和解を果たすために発表された経緯があり、過去の日本に関する記述が主要部分を占めている。「責任ある国際社会の一員として国際協調を促進」「国際的な軍縮を積極的に推進」といった今後の日本の役割についても、「過去に対するつぐない」となると指摘している。
　これに対し、小泉談話は、前半部分で村山談話を継承しつつ、後半部分は、戦後６０年当時の日本を取り巻く情勢や、将来の日本の取り組みなどにも多くの字数を費やしている。
首相、独自「カラー」抑える…過去の談話を継承
読売新聞　2015年08月15日 08時53分
　１４日に閣議決定された戦後７０年談話を巡り、安倍首相は自らの「カラー」を打ち出すことにこだわってきたが、結果としては「歴代内閣の立場は、今後も、揺るぎない」として、過去の首相談話を継承した。
　「私はこれからも、謙虚に、歴史の声に耳を傾けながら、未来への知恵を学んでいく姿勢を持ち続けたい」
　首相は１４日の臨時閣議の後の記者会見で、談話についてこう強調した。
　首相は以前から過去の植民地支配と侵略への謝罪を表明した「村山談話」（１９９５年）の見直しに意欲を見せてきた。
　２０１２年９月には、当時野党だった自民党の総裁選への出馬表明後、テレビ番組に出演し、戦後７０年にあたる１５年に、「村山談話」に代わる新たな談話を打ち出す考えを表明。政権交代の後に「安倍談話」を作成する考えを明らかにした。


首相談話、維新など評価…民主・共産説明要求へ
読売新聞　2015年08月15日 08時46分
政府が１４日閣議決定した安倍首相談話については、与党だけでなく、野党の一部からも評価する声が出ている。
　民主党や共産党は「反省やおわびについての首相の認識が明確ではない」などとして、国会で首相に説明を求める構えだ。
　自民党の谷垣幹事長は談話について、「先の大戦の失敗と、戦後、努力してきた成果を分析した上で、今後の我が国が取るべき方向性を示した、非常にバランスの取れた談話だ」とするコメントを発表、公明党の山口代表は、党本部で記者団に「侵略あるいは事変、戦争など区別せず、いかなる武力の行使や威嚇も二度と繰り返してはならないという誓いを述べていることは明確だ」と述べて評価する考えを示した。
　民主党の岡田代表は国会内で記者団に、談話に「おわび」や「侵略」などの文言が盛り込まれたことについて、「専門家や歴史家の議論を踏まえたものになっている」としたものの、「日本のことを言っているのか、一般論として言っているのか定かではない。首相がどう考えているのかは伝わってこない」と指摘した。同党は週明け以降、首相に真意をただす方針だ。
　共産党の志位委員長は「反省とおわびは歴代政権が表明した事実に言及しただけで、自らの言葉として述べていない」と批判、社民党の吉田党首は「『侵略』や『おわび』が首相本人の言葉として語られていない。村山談話よりも大きく後退していると言わざるを得ない」と語った。生活の党の小沢共同代表は、盛岡市内で記者団に、「歴代内閣の立場を踏襲しているとは全く感じられない。戦前の行動を全て肯定するかのような本音が、垣間見える」と語った。
　一方、維新の党の柿沢幹事長は都内で記者団に、「バランスの取れた、未来志向という言葉にかなった評価出来る内容だ」と談話を歓迎する意向を表明し、次世代の党の平沼党首は「未来志向の内容や、次の世代に謝罪を続ける宿命を背負わせてはならないと発言したことは評価する。戦争の反省は重要だが、おわびはもうやめるべきだ」とのコメントを発表した。
首相談話「民族責任論から子孫を解放」　高市総務相
朝日新聞デジタル　2015年8月15日12時18分
■高市早苗

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/総務相.html" \o "総務相のトピックスを開く"総務相
　昨日の（戦後７０年の）首相談話は、自民党、公明党、そして内閣として、一体的な統一した見解を皆さまに責任をもってお示しできる内容のものだった。そしてなによりも、日本人に生まれただけで、それが罪であり、未来永劫（みらいえいごう）謝罪を続けなければいけないといった「民族責任論」から子孫の代を解放していく（内容のものだった）。
　戦争によって、日本人であれ、対戦国の方であれ、戦場となった場所の方であれ、多くの方の命が失われる。もう武力をもって紛争解決するというようなことが起きないように、そういう決意を新たにしながら、そのことは次の世代に「戦争の悲惨さ」としてちゃんと伝えなければならないが、少なくとも「民族責任論」というものとは一線を画し、未来志向型の談話となった。（靖国神社で参拝後、戦後７０年の安倍談話について問われ）
「未来永劫、謝り続けるのは違う」　自民・稲田氏
朝日新聞デジタル　2015年8月15日16時10分
■稲田朋美・自民党政調会長
　日中国交正常化以降のＯＤＡ。そして、韓国との国交正常化、その際にも、韓国の予算で約１・５倍の経済援助。そして何よりも、戦後日本が一度も戦争をせずに国際貢献を続けてきたこと。私は戦争の解決は国際法上の平和条約がすべてであり、未来永劫（みらいえいごう）、謝り続けるのは違うのではないかと思っております。
　政治家には国家観が必要だと言われます。国家観は、やはり歴史観がなければ語れないと思っております。１９２８年の不戦条約以来の東京裁判で裁かれた日本の歴史、満州事変以降の日本の歴史について、占領期間も含めてきちんと自分たち自身で総括し、検証し、何を反省し、何を未来に生かしていくかということを政治家自身がきちんと踏まえる。私は、党内にそういった検証と総括の機関をつくろうと思っております。（靖国神社であった日本会議の集会で）
安倍談話、発表の舞台裏　「おわび」最後の最後に引用
朝日新聞デジタル　冨名腰隆　2015年8月15日08時48分

首相談話や歴史認識をめぐる主な安倍首相発言

　安倍晋三首相が１４日、戦後７０年の談話（安倍談話）を発表した。かつて戦後５０年の村山談話を「一面的」と批判し、当初は上書きを目指した首相だが、歴史認識をめぐる表現は周囲の進言にも配慮して最終的に文言は踏襲した。ただ、この談話が幅広い層に受け入れられ、信頼を勝ち得るかは見通せない面もある。
　「８月は、私たち日本人にしばし立ち止まることを求める」
　１４日午後６時過ぎ、首相官邸。地元・山口から帰京して会見に臨んだ首相は、こう切り出した。首相は談話を２０分以上かけて読み上げ、「一部を切り取って強調するより、談話全体としてのメッセージを見て受け取ってほしい」と訴えた。
主語「私は」使わず　安倍談話、歴代談話との違いは
朝日新聞デジタル　久木良太 土佐茂生　2015年8月15日07時24分

歴代首相談話におけるキーワードの変遷

　安倍談話は注目された「侵略」「植民地支配」「痛切な反省」「心からのおわび」について、首相自らの歴史認識はあいまいにしつつ、言葉を盛り込む手法をとった。「私は」という主語を使い、首相の謝罪意思を明確にした村山・小泉両談話の姿勢とは大きく異なる。戦後の歩みで中国の「寛容」に触れて配慮を示す一方、慰安婦問題は明記せずに「女性の人権」を強調する表現となった。
　約３３００文字に及ぶ安倍談話は、「侵略」や「植民地支配」というキーワードについてこう言及した。
　「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としてはもう二度と用いてはならない。植民地支配から永遠に決別し、すべての民族の自決の権利が尊重される世界にしなければならない。先の大戦への深い悔悟の念と共に、我が国はそう誓った」
　この表現は有識者会議「２１世紀構想懇談会」が提出した報告書に沿う。報告書は「満州事変以後、大陸への侵略を拡大し、世界の大勢を見失い、無謀な戦争でアジアを中心とする諸国に多くの被害を与えた」「特に１９３０年代後半から、植民地支配が過酷化した」と指摘していた。
　さらに注目されたのは、先の大戦についての「反省」「おわび」の表現だ。
　村山・小泉両談話は「わが国は、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えた」と明確に認め、「痛切な反省」と「心からのおわびの気持ち」を表明している。この点、安倍談話は「我が国は、先の大戦における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明してきた。こうした歴代内閣の立場は、今後も、揺るぎない」と触れた。
　しかし、同じ単語が盛り込まれたとはいえ、村山・小泉両談話と安倍談話には大きな違いがある。談話を語る「主語」だ。
首相、靖国神社に玉串料　高市、有村氏が閣僚参拝　
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　靖国神社を参拝に訪れた高市総務相＝１５日午前、東京・九段北
　安倍晋三首相は終戦記念日の１５日、東京・九段北の靖国神社に自民党総裁として玉串料を私費で奉納した。側近の萩生田光一・党総裁特別補佐が神社を訪れて代わりに納めた。首相は同日参拝しない方針だ。一方、安倍内閣から高市早苗総務相と有村治子女性活躍担当相がそれぞれ参拝した。
　中国や韓国はＡ級戦犯が合祀される同神社への首相らの参拝を強く警戒している。首相は先の大戦をめぐる「おわび」に言及した１４日の戦後７０年談話を含め、中韓の反応を見極める構えだ。
　萩生田氏は首相から「ご英霊に対する感謝の気持ち、靖国への思いは変わらない」と伝えられたことを記者団に明らかにした。
2015/08/15 12:00   【共同通信】
靖国神社 首相が私費で玉串料 閣僚３人参拝
NHK　8月15日 12時12分
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終戦の日の１５日、安倍総理大臣は東京・九段の靖国神社に自民党の議員を通じて私費で玉串料を納め、参拝はしませんでした。一方、安倍内閣の閣僚では、高市総務大臣と山谷国家公安委員長、有村女性活躍担当大臣の３人が参拝しました。
終戦の日の１５日、安倍総理大臣は、自民党の萩生田総裁特別補佐を通じて「自民党総裁・安倍晋三」として、私費で玉串料を納め、参拝はしませんでした。萩生田氏は記者団に対し「安倍総理大臣としては、いろいろな思いがありながら総合的に判断して、参拝は見送ったのだろうが、『ご英霊に対する感謝の気持ち、靖国への思いは変わらない』と話していた」と述べました。
　安倍総理大臣は、総理大臣就任１年後のおととし１２月、靖国神社に参拝しましたが、「終戦の日」は去年、おととしともに、今回と同様の対応をしています。
　一方、安倍内閣の閣僚では、高市総務大臣と山谷国家公安委員長、有村女性活躍担当大臣の３人がそれぞれ個別に靖国神社を訪れ、本殿に上がって参拝しました。
　参拝の後、高市大臣は記者団に対し「国策に殉じて、かけがえのない命をささげられた方々に、尊崇の念を持って感謝の誠をささげてきた。公務死された方々をどのように慰霊をし、おまつりをするかというのは、それぞれの国の国民の問題だと思っている。外交問題になるべき事柄ではないと思う」と述べました。
　山谷大臣は「国のために尊い命をささげられたご英霊に感謝の誠をささげ、平和な国づくりをお誓いしてきた。戦後７０年、なお一層、国の平和と繁栄、そして、世界平和のために働いてまいりたいと思う」と述べました。
　有村大臣は「戦後、遺族の方々が、塗炭の苦しみを乗り越えて生きてきた歩みにも、思いをはせて、これからの日本の、あるいは、世界の平和と安全のために、努力が引き続きできるようにという思いで参拝した」と述べました。 

超党派の国会議員６７人が靖国参拝
NHｋ　8月15日 12時16分
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終戦の日の１５日、超党派の国会議員でつくる「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」の衆参両院の国会議員６７人が靖国神社に参拝しました。
「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」は、毎年春と秋の例大祭と８月１５日の終戦の日に東京・九段の靖国神社に参拝しています。
　戦後７０年の終戦の日の１５日は、会長を務める自民党の尾辻元参議院副議長や民主党の羽田参議院幹事長、それに、次世代の党の平沼党首ら衆参両院の国会議員６７人が午前１１時すぎに、靖国神社の本殿に昇殿し、そろって参拝しました。また、赤池文部科学政務官と岩井経済産業政務官も参拝しました。
　このあと、尾辻氏が記者会見し、安倍総理大臣が１４日発表した、戦後７０年にあたっての総理大臣談話について、「ことばよりも、どのように今後の日本のかじ取りをしていただくかが大事だ。安倍総理大臣に、今後、過ちのない日本のかじ取りをしていただくことを願いたい」と述べました。
　これに先だって自民党の稲田政務調査会長も、みずからが会長を務める議員グループ「伝統と創造の会」の永岡厚生労働副大臣や薗浦外務政務官ら９人のメンバーとともに、靖国神社に参拝しました。稲田氏は記者団に対し「安倍総理大臣が談話でも述べたように、過去に対する痛切な反省のうえに平和な世界を作っていくために、政治家として貢献をしていきたいという思いで参拝をした。自分の国のために命をささげた方々に対して、感謝と敬意、そして、追悼の意を表することは、主権国家の国民であれば当然だ」と述べました。 

中韓、正面から批判せず…戦後７０年の首相談話
読売新聞 8月16日(日)7時25分配信 

　【ソウル＝豊浦潤一、北京＝五十嵐文】戦後７０年の安倍首相談話に対し、韓国と中国の両政府は、正面からの批判は避けた。
　現時点で日本との関係を悪化させたくないという意図が垣間見えるが、歴史認識などを巡る厳しい姿勢は緩めていない。
　韓国の朴槿恵（パククネ）大統領は１５日、ソウルで開かれた日本の植民地支配解放を記念する「光復節」の式典で演説した。談話について「残念な部分が少なくない」としつつも、安倍首相が歴代内閣の立場は揺るぎないと明言したことに「注目する」と一定の評価を与えた。さらに、「困難が多く残っているが、正しい歴史認識をもとに新しい未来に共に進むべき時だ」と強調した。
　朴政権は、冷え切った日韓関係の改善を図ろうとしている。談話を阻害要因とはとらえない姿勢を示し、ソウルで早期開催を目指す日中韓首脳会談に合わせ、日韓首脳会談の実現を模索していくとみられる。
韓国紙、対日関係の改善求める論調…７０年談話
読売新聞 8月16日(日)14時9分配信 

　【ソウル＝豊浦潤一、ワシントン＝今井隆】戦後７０年の安倍首相談話に対し、韓国の朴槿恵（パククネ）大統領が一定の評価を見せたことで、談話をきっかけに日韓関係が悪化する事態は避けられた。
　与党・セヌリ党が１４日に談話を肯定的に捉えたのに続いて、１５日付の韓国主要紙で対日関係の改善を求める論調が多くを占めたことが背景にあるとみられる。日韓関係の改善を促してきた米政府は、談話の内容を全面的に評価した。
　セヌリ党の報道担当者は、１４日、「反省と謝罪などに言及したのは意味がある」と述べた。
　１５日付の韓国の有力紙・朝鮮日報は、談話について「巧妙な言葉で植民地支配の謝罪を避けた」と批判したが、各紙では「談話が満足できないからといって悪化した韓日関係を放置するのは賢いとは言えない」（京郷新聞）とする論調も目立った。
【社説】光復節祝辞、物足りないが実利と柔軟性は評価できる
中央日報日本語版 8月16日(日)10時14分配信 

言葉は意志の表現であり行動の予告だ。朴槿恵（パク・クネ）大統領の７０周年光復節祝辞もやはりそうだ。国家元首としての意志を見せ、今後の国政方向を内外に明らかにした。７０周年という数字の象徴性、北朝鮮の地雷挑発、不十分な安倍談話などを意識し熱い対北朝鮮・対日メッセージを期待した人たちは残念に思うかも知れない。
　国民の胸をときめかせたり疲れた心をなだめるには足りない面もあるが、盛り込むべき内容は概ね入った。改革と経済復興に対しては従来の立場を再確認し、北朝鮮の挑発に対する断固とした報復とともに人道的次元の交流と対話の余地を開いておいた。特に年内の離散家族名簿交換を提案したことは人道的交流の象徴的な事例だ。
　安倍談話に批判を自制して、歴史問題には原則的に対応するものの安保・経済・社会では協力するというツートラック方針は従来に比べ柔軟で実利的にみられる。過去形謝罪に未来形で答えたわけだ。これに対し「安倍首相に免罪符を与えたもの」と非難するのは偏狭の至りだ。韓日関係はこれ以上放置できないほど悪化している。変わらない安倍首相にいつまでもわだかまっているべきだろうか。
　南北と韓日関係ともに原則と実用並行路線を採択したことは望ましい。対外関係で特定懸案の解決を対話の先決条件とするのは賢明でない。すべての問題がそのひとつの前提条件に釘を刺されたまま身動きできなくなるためだ。そうした意味で北朝鮮と日本に向け対話の姿勢を堅持したことは肯定的に評価できる。
　いま韓中日を軸にする北東アジア情勢はいつになく微妙になり不安になった。平和でなければならない太平洋では米国と中国の対決構造がますます鮮明になっている。日本は米国との同盟を通じ対決構造のひとつの軸に加勢した。韓国が「決定的選択」をしなければならない日がいつ近づくかもわからない。韓国が柔軟性と実利を追求するほかない背景だ。
　国内状況を見ても韓国は７０周年光復節を慶祝ばかりできる状況ではない。一言で危機状況だ。成長動力が冷め日本型長期不況の兆しが大きくなっている。韓国政府の危機管理能力や業務力も顕著に落ち込み、なにかが起きるたびに右往左往だ。これが国民の不安感をあおっている。政治・経済・社会そして公共と民間各部門で“金属疲労”が蓄積しつつある局面だ。ここに二極化・高齢化が濃厚な暗い影を落として久しい。翼を大きく広げて飛ばなければならない青年たちは就職用のスペックを積むのに振り回され元気がなくなっている。挫折と閉塞という幽霊が韓国社会を不吉にぐるぐる回っているのではないか。何か画期的で創意的発想を通じた根本的改革なしではいつ奈落に落ちるかもわからないという懸念が大きくなっている。
　残ったのは行動だ。祝辞のうち「一貫した誠意ある行動」は日本に対する要求だけにとどまらない。私たち自らに向けられた表現でもある。朴槿恵政権は４大改革、南北関係と韓日関係改善、創造経済と文化隆盛など、自ら提示した国政課題を一貫して誠意を持って実践しなければならないためだ。それでこそ未来の政権が光復（解放）８０周年、９０周年、ひいては１００周年の時に今年の祝辞を教科書とすることができる。
　私たちが願う未来は時間が流れたから訪ねてくるものではない。「未来」の字が入った官庁を置いたからとできるものでもない。国民みんなが過去を踏みしめ激しく進んでこそ成就できるのが未来だ。「新しい跳躍のための大長征」は祝辞の活字にとどまってはならない。（中央ＳＵＮＤＡＹ第４４０号）
後退した安倍首相、前に出た朴大統領
中央日報日本語版 8月16日(日)9時47分配信 

朴槿恵（パク・クネ）大統領が１５日、光復（解放）７０周年の祝辞で日本に向け投げかけたメッセージは「過去型謝罪に対する未来型回答」だった。前日発表された日本の安倍晋三首相の談話に対し物足りなさを示したが批判を自制し関係改善の余地を残した。就任初年度と昨年に比べ語調がやわらかくなった。歴史問題に対する原則対応と同時に互いに実利を得ることができる分野での協力並行が要旨だ。これまで原則に置かれた重心が実利側に柔軟に移動する姿だ。
　朴大統領はこの日ソウル・世宗（セジョン）文化会館で開かれた光復７０周年中央慶祝式祝辞を通じ、「安倍首相の談話はわれわれとしては残念な部分が少なくない」としながらも、「侵略と植民地支配、慰安婦問題などに対する謝罪と反省を根幹とした過去の内閣の立場は今後も揺らがないと国際社会に明確に示した点に注目する」と話した。延世（ヨンセ）大学のソン・ヨル国際学大学院長は、「安倍談話だけで妄言だと断言するのは難しい。多少不満はあるが受け入れるほかない立場なのでそのような状況が祝辞に反映された」と分析した。
　朴大統領はまた、「今後日本政府は過去の内閣の歴史認識を継承するという公言を一貫して誠意ある行動で後押しし、隣国と国際社会の信頼を得なければならない。正しい歴史認識に基づき新しい未来にともに進まなければならない時」と強調した。韓国政府高位当局者は、「安倍談話は満足ではないが韓日関係をツートラック（過去史と安保・経済など問題分離）で引っ張っていくという意味」と説明した。
　対北朝鮮メッセージには画期的な内容は見られない。ツートラック基調が盛り込まれたがトーンは多少強かった。金正恩（キム・ジョンウン）政権の態度に変化が見えないところに光復節直前に北朝鮮軍が地雷挑発を行ったという点から前向きな内容を多く入れるには負担が大きかったというのが専門家らの分析だ。朴大統領は、「北朝鮮は挑発と威嚇で体制を維持するという迷夢から目覚めなければならない」と批判した上で、「真の光復は民族の統一を通じて初めて完成されるだろう」とした。地雷挑発に対しては「北朝鮮のいかなる挑発にも断固と対応するだろう」と警告した。報復の代わりに対応で水位を調節した痕跡が見られる。
　朴大統領はまた、これまでと同じく核開発の即時中断、軍事的緊張緩和、信頼構築を続けて取り上げ、具体的には離散家族再会の再開を提案した。特に６万人余りの韓国側離散家族名簿を北朝鮮側に一括伝達する意向を明らかにし、「北朝鮮も参加して南北離散家族名簿交換を年内に実現できるよう望む」とした。東国（トングク）大学のキム・ヨンヒョン北朝鮮学科教授は「北朝鮮を動かすことができる画期的なビジョンとカードが抜けた」とし、「離散家族再会定例化と金剛山（クムガンサン）観光再開をまとめて高位級会談を提示するべきだった」と話した。
　一方、日本の明仁天皇はこの日東京の全国戦没者追悼式で「さきの大戦に対する深い反省と共に、今後、戦争の惨禍が再び繰り返されぬことを切に願う」とした。天皇が追悼式で「深い反省」に言及したことは今回が初めてだと日本メディアは報道した。有村治子女性活躍担当相ら現職閣僚３人と国会議員約１００人はＡ級戦犯を合祀した軍神神社である安国神社を参拝した。（中央ＳＵＮＤＡＹ第４４０号）
＜戦後７０年談話＞安倍首相の「不思議な謝罪」
2015年08月15日08時51分 　[ⓒ 中央日報/中央日報日本語版] 

  安倍晋三首相の直接的な謝罪や反省はなかった。植民地支配と侵略の主体として日本を明示することもなかった。 
  安倍首相は１４日に発表した戦後７０年談話で、「わが国は、先の大戦（第２次世界大戦）における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明してきた」とし「こうした歴代内閣の立場は、今後も揺るぎない」と“過去形・３人称謝罪”をした。１９９５年の村山富市首相の戦後５０年談話と２００５年の小泉純一郎首相の戦後６０年談話を継承するという立場を明らかにしたが、自身の考えは表さなかった。村山・小泉談話は「植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えた」とし「痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明する」と明記した。 
  安倍首相は「日本では、戦後生まれの世代が、今や、人口の８割を超えた。あの戦争には何ら関わりのない、私たちの子や孫、そしてその先の世代の子どもたちに、謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」と述べた。植民地支配と侵略については「事変、侵略、戦争、いかなる武力の威嚇や行使も国際紛争を解決する手段としてはもう二度と用いてはならない」とし「植民地支配から永遠に決別し、すべての民族の自決の権利が尊重される世界にしなければならない」と述べるにとどめた。 
  また談話は、朝鮮合併につながった日露戦争を美化した。安倍首相は「（日本は）アジアで最初に立憲政治を打ち立て、独立を守り抜いた」とし「日露戦争は、植民地支配のもとにあった、多くのアジアやアフリカの人々を勇気づけた」と延べた。 
  談話は軍慰安婦問題に直接触れなかったが、戦時の女性被害に言及した。談話は「戦場の陰には、深く名誉と尊厳を傷つけられた女性たちがいたことも、忘れてはならない」と明らかにした。また「私たちは、２０世紀において、戦時下、多くの女性たちの尊厳や名誉が深く傷つけられた過去を、この胸に刻み続ける」とし「２１世紀でこそ、女性の人権が傷つけられることのない世紀とするため、世界をリードする」と強調した。在韓日本大使館の関係者は「慰安婦を取り上げなかったが（この部分は）河野談話を継承するということを明確にした」と説明した。 
  韓国政府は安倍談話に対して公式的な立場を表さなかった。外交部の当局者は「安倍首相が発表した談話の内容を綿密に検討中」とし「我々の立場や評価は近いうちに明らかにする」と述べた。当初、政府は安倍談話に村山談話など歴代内閣の歴史認識を継承するという内容が明確に入る場合、誠意を見せたと評価する計画だった。しかし期待に及ばないため、夜遅くまで対策会議を行っただけで、公式論評は出さなかった。 

日本政府の歴史観あらわに＝７０年談話「行動見守る」－韓国外務省
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１５日、ソウルの在韓日本大使館前で、安倍晋三首相の戦後７０年談話への抗議集会を行う若者ら。「偽物の謝罪は必要ない」などと書かれたプラカードを掲げている
　【ソウル時事】韓国外務省報道官は１５日、安倍晋三首相の戦後７０年談話に関する論評を出し、「現在の日本政府が植民地支配と侵略の過去にどのような歴史観を持っているか、国際社会にはっきりと示す機会になった」と暗に批判した。
　報道官は、朴槿恵大統領による１５日の演説と同様、「安倍首相が談話で、歴代内閣の歴史認識は今後も揺るぎないと表明したことに注目する」と指摘。「日本政府がこうした立場をどのように具体的行動で実践するかを見守りたい」と強調した。
　その上で「歴史問題では原則通りに対応するが、北朝鮮の核問題や経済、文化などの分野の協力は強めていきたい」との考えを改めて示した。
　報道官は、安倍首相が１５日、靖国神社に私費で玉串料を奉納し、一部閣僚が同神社を参拝したことについても論評を出し、「日本の指導層が（歴史に対する）真剣な省察と反省の姿勢を行動で示す時、初めて国際社会の信頼を得られる」と批判した。　（時事通信2015/08/15-15:03）2015/08/15-15:03

７０年談話、一定評価＝関係改善へ刺激避ける－慰安婦「適切に解決を」・韓国大統領
　【ソウル時事】韓国の朴槿恵大統領は１５日、日本の植民地からの解放記念日である「光復節」の記念式典で演説した。この中で、安倍晋三首相の戦後７０年談話について「物足りない部分が少なくないことも事実」と述べた上で、「歴代内閣の立場が今後も揺るぎないということを国際社会にはっきりと明らかにした点に注目する」と、一定の評価を示した。
　朴政権は今秋の日中韓首脳会談と、その際の日韓首脳会談を目指している。１５日付の韓国メディアが７０年談話を批判的に報じつつも、両国関係改善の必要性を強調している点も踏まえ、日本への刺激を避け、協調姿勢を維持した格好だ。
　朴大統領は、演説で「河野談話、村山談話など歴代内閣の歴史認識は、韓日関係を支えてきた根幹だ」と強調。安倍首相が「歴代内閣の歴史認識を継承すると公言したことを一貫して誠意をもって行動で裏付け、隣国と国際社会の信頼を得ねばならない」と主張した。その上で、いわゆる従軍慰安婦問題について「日本政府が速やかに、適切に解決することを望む」と求めた。
　また、今年が日韓国交正常化５０周年の節目の年である点に触れ、「困難は多いが、正しい歴史認識を土台に、新しい未来へ共に進まねばならない時だ」と、未来志向を強調した。
　北朝鮮に対しては「世界のどこの国にも見られない粛清を強行している」「挑発と脅しは孤立と破滅を招くだけだ」と厳しく非難。北朝鮮の地雷で韓国軍兵士が負傷した事件を「休戦協定と不可侵合意に全面的に違反した」と批判する一方、対話と協力、離散家族再会に応じるよう呼び掛けた。（時事2015/08/15-12:24）2015/08/15-12:24

韓国政府「日本の具体的な実践見守る」＝安倍談話
聯合ニュース 8月15日(土)22時39分配信 

【ソウル聯合ニュース】韓国政府は15日、安倍晋三首相が前日に発表した戦後70年談話について、「今の日本政府が植民地支配と侵略の過去をどのようにみているのか、国際社会に如実に示す契機になった」と指摘する外交部報道官論評を発表した。
　ただ、安倍首相が今回の談話で歴代内閣の歴史認識が今後も揺るぎないものになると示したことに対しては「注目する」とした上で、「果たして日本政府がこうした立場をどのように具体的な行動で実践していくのか見守る」と強調した。
　あわせて、旧日本軍による慰安婦被害者問題など韓日間の未解決懸案の早期解決に向け、より積極的に取り組むよう求めた。
　両国関係については、歴史問題に対しては原則に基づいて対応するが、北朝鮮核問題、経済、社会・文化など互恵的分野では北東アジアの平和と繁栄に向けた域内協力を引き続き強化していくとの基調を堅持していくとした。　　　
　また、日本政府が隣国として正しい歴史認識を土台に、新たな未来に向かう道のりに参加することを期待すると述べた。
日本政府の歴史観あらわに＝70年談話「行動見守る」―韓国外務省
時事通信 8月15日(土)15時3分配信 

　【ソウル時事】韓国外務省報道官は15日、安倍晋三首相の戦後70年談話に関する論評を出し、「現在の日本政府が植民地支配と侵略の過去にどのような歴史観を持っているか、国際社会にはっきりと示す機会になった」と暗に批判した。
　報道官は、朴槿恵大統領による15日の演説と同様、「安倍首相が談話で、歴代内閣の歴史認識は今後も揺るぎないと表明したことに注目する」と指摘。「日本政府がこうした立場をどのように具体的行動で実践するかを見守りたい」と強調した。
　その上で「歴史問題では原則通りに対応するが、北朝鮮の核問題や経済、文化などの分野の協力は強めていきたい」との考えを改めて示した。
　報道官は、安倍首相が15日、靖国神社に私費で玉串料を奉納し、一部閣僚が同神社を参拝したことについても論評を出し、「日本の指導層が（歴史に対する）真剣な省察と反省の姿勢を行動で示す時、初めて国際社会の信頼を得られる」と批判した。　
「戦争の罪と向き合わず」＝70年談話で英紙社説
時事通信 8月15日(土)21時11分配信 

　【ロンドン時事】15日付の英紙タイムズは第2次大戦終結70年に関し社説を掲載した。
　14日の安倍晋三首相の戦後70年談話などについて、「恥ずべきほどなまでに、（戦争中の）日本の罪ときちんと向き合わなかった」と論評した。
　社説は「原爆忌や終戦記念日で、日本は戦争の加害者というより、被害者であるという神話を維持している」と指摘。この「神話」が克服されなければ、周辺諸国との関係や日本の外交をゆがめると警告した。
　一方、連合軍は「野蛮な体制」が勝利した場合にもたらされる恐ろしい結果を防ぐため戦ったと主張した。　
対日関係改善を優先＝「誠意ある行動」注視－韓国大統領
　【ソウル時事】韓国の朴槿恵大統領は１５日の解放記念日の演説で、日本への批判を抑え、関係改善を優先させる姿勢を示した。安倍晋三首相の戦後７０年談話発表後、初めての公式反応となった演説で朴大統領は「謝罪と反省を根幹とする歴代内閣の立場が今後も揺らがないと明らかにした点に注目する」と表明。首相談話に一定の評価を下した上で、今後の安倍政権の対応を注視していく構えだ。
　韓国政府は、６月の国交正常化５０周年の記念行事に両国首脳が出席したことが「関係改善の重要なモメンタム（きっかけ）になった」（尹炳世外相）と認識。この流れを受け、今秋の日中韓首脳会談、日韓首脳会談の実現を視野に入れている。韓国政府は１５日、大統領演説文の日本語訳を報道機関に配布。これまでにない対応で、翻訳のずれによる誤解を生まないよう細心の注意を払っていることをうかがわせた。
　日本政府も、韓国側の意欲を認めている。ただ、談話をめぐる韓国メディアの厳しい安倍首相への批判に引きずられ、朴大統領が強硬な態度を取ることがないよう、日本側は韓国政府に水面下で働き掛けていた。１５日付の韓国紙は談話について「誠意がない」と酷評したが、一喜一憂せず日韓関係改善の努力を継続すべきだという論調が大勢を占めた。これを受け、朴大統領は、関係改善に重点を置いた演説でも世論の評価に耐えられると判断したとみられる。
　また、米政府が談話を肯定的に評価したことも影響した可能性が高い。朴大統領は１０月に訪米を控えており、日韓関係改善を望むオバマ政権の意向に配慮したもようだ。
　一方、朴大統領は、安倍首相に対し、「歴代内閣の歴史認識を継承するという発言を誠意ある行動で裏付けるべきだ」と注文を付けた。朴大統領は「（談話は）物足りない部分が少なくない」とも語っており、慰安婦問題などで、前向きな対応を求めていく見通しだ。（時事通信2015/08/15-18:29）
日中、歴史認識なお火種＝安倍首相、談話への反応注視
　安倍晋三首相が終戦記念日の１５日の靖国神社参拝を見送ったのは、近隣外交、特に中国との関係改善を意識した対応だ。１４日に閣議決定した戦後７０年談話にも、こうした意向を強くにじませた。ただ、閣僚３人の靖国参拝に対し、中国政府は早速反発。首相は９月上旬の訪中を模索しているが、歴史認識をめぐる摩擦は、なお日中間の火種となりそうだ。
　首相は１５日、政府主催の全国戦没者追悼式に参列した後、岸田文雄外相と首相公邸で会い、中国をはじめ各国の談話に対する反応について報告を受けた。首相は引き続き反応を注視するよう指示したとみられる。
　首相は談話で「戦争の苦痛をなめ尽くした中国人の皆さん」と指摘するなど、中国への配慮を随所に盛り込み、１４日夜のテレビ番組では「（習近平国家主席と）２回会談を行うことで、首脳間で理解は増した」と胸を張った。政府筋は談話について「中国には満額回答だ」と語り、理解を得ることに自信を示していた。
　それだけに、中国外務省が木寺昌人駐中国大使を呼んで「厳しい立場」を伝えたことに対し、政府内では「そこまで怒るか」（首相官邸筋）と落胆する声も漏れた。
　高市早苗総務相らの靖国神社参拝は、さらに中国を刺激した形となった。高市氏は参拝後、記者団に「外交問題になるべき事柄ではない」と語ったが、中国政府は談話を発表し、首相の玉串料奉納も含め「断固たる反対と強烈な不満」を表明。歴史認識をめぐる日中間の溝の深さを改めて印象付けた。
　首相は今後、３度目の日中首脳会談の実現に向け、調整を本格化させる。ただ、中国が招待する９月の抗日戦勝記念行事への出席については、１４日に「反日的なものではないことが前提ではないか」と述べるなど、中国側の出方を慎重に見極める考えだ。
　一方、韓国の朴槿恵大統領は１５日の演説で、首相が談話で歴代内閣の立場を継承すると表明したことに一定の評価を下した。これに関し、政府関係者は「日本への批判を抑えている」と述べ、今後の日韓関係好転に期待を示した。（時事2015/08/15-20:18）2015/08/15-20:18

「関係改善」影響させず＝安倍談話、政府は抑制対応－メディアは批判報道・中国
　【北京時事】中国の習近平指導部は、１４日の安倍晋三首相による戦後７０年談話に関して国内メディアを通じて「誠意が欠如している」などと批判を強める一方、政府としては関係改善の流れに影響させない意向だ。今後の焦点は、安倍首相が「反日的でないことが出席の前提」と条件を付けた９月３日の抗日戦争勝利記念日に合わせた訪中に移る。
　「安倍談話」を受けて１４日深夜に中国外務省の華春瑩副報道局長はコメントを発表した。それによると、張業遂筆頭外務次官が木寺昌人駐中国大使に「中国の厳正な立場」を伝達。華副局長は「軍国主義侵略戦争の性質と戦争責任を明確に説明し、被害国国民に誠実なおわびを行い、ごまかしを行ってはいけない」と強く求めた。
　注目すべきなのは、張次官が木寺大使に伝達したのは「抗議」や「申し入れ」ではなく、「不満」や「反対」も直接表明していないことだ。
　一方、外務省コメントの発表直後に国営新華社通信は論評で安倍談話について「『おわび』や『侵略』などのキーワードが有名無実になり、歴史認識で『村山談話』に比べて明らかな後退だ」と強調。中国政府も安倍談話を批判的に見ているのは間違いない。対日関係に配慮して抑制したトーンで対応するものの、ネット上などで安倍談話への否定的な意見が多いことも踏まえ、国内メディアには批判させ、バランスを取っているもようだ。
　談話発表翌日の終戦記念日、高市早苗総務相ら安倍内閣の閣僚３人が靖国神社を参拝した。中国政府は「断固たる反対と強烈な不満」を表明したが、日中関係改善の流れには影響させない方針とみられる。
　中国政府幹部はこれまで、安倍首相が抗日戦勝記念行事に合わせて訪中した場合、首相に「困らせることはしない」と言明。中国側は「日本の首相が出席すれば、戦勝国の立場をより誇示でき、他国首脳の参加も増える」（日中関係筋）とみており、今後、首相訪中に向けた交渉が本格化する可能性もある。（時事通信2015/08/15-17:01）
安倍談話「歴史認識の後退」＝誠意欠如と批判強める－中国国営メディア
【北京時事】安倍晋三首相が１４日に発表した戦後７０年談話について、中国国営新華社通信は１５日に配信した論評で「『侵略』や『おわび』などのキーワードを有名無実にし、歴史認識問題で（戦後５０年の）『村山談話』と比べて明らかに後退している」と批判した。１５日付の共産党機関紙・人民日報も「キーワードは含まれたが、文脈や誠意という点で村山談話との隔たりは大きい」として「誠意の欠如」を強調した。
　中国外務省も１４日深夜、安倍談話に関して「被害国国民に真摯（しんし）におわびし、ごまかしを行ってはいけない」と反発するコメントを発表するなど、批判キャンペーンを強めている。　
　新華社通信の論評は、「村山談話では、言及された『植民地支配』と『侵略』の主体が『わが国』、つまり日本であり、『反省』と『おわび』の主体は『私』、つまり日本政府と全国民を代表する首相だった」と指摘。これに対して安倍談話では「反省やおわびが歴代日本政府の歴史認識への回顧として間接的に述べられている」とし、「その種のやり口で世間を欺くことはできない」と主張した。
　また「安倍談話は２０年前の村山談話の高みを超越できないばかりか、戦後日本政府による反省やおわびが前面に出された歴史認識にピリオドを打とうとしている」と批判。その上で「日本の戦後の復興や平和国家をつくった先人に対する裏切りであるだけでなく、日本の後世に責任を負っておらず、日本が真にアジア隣国や国際社会の信頼を取り戻すことも難しい」と厳しい評価を下した。（時事通信2015/08/15-09:12）
安倍談話「誠意なし」＝関係改善は必要－韓国各紙
【ソウル時事】１５日付の韓国各紙は社説で、安倍晋三首相の戦後７０年談話について、「村山談話の表現を使いつつも、誠意ある謝罪を巧妙に避けようとした」（朝鮮日報）などと批判的に評した。一方で「失望したが、韓日関係をこれ以上悪化させるのが国益にかなうのか、朴槿恵政権は熟考する必要がある」（東亜日報）と、日韓関係改善の必要性を訴える論調も目立った。　
　ソウル新聞は、安倍首相の談話が「歴代の談話と違い、ほとんどが過去形で、最大の被害当事国である韓国に直接言及しなかった」と指摘。「誠意ある謝罪と反省が盛り込まれなければならないという全世界の総意とかけ離れた『独り言』のようだった」と批判した。
　韓国日報は「満足できない部分が多いが、両国が和解と交流を進め、互いの努力で埋めていくしかない」と強調した。中央日報も「安倍首相の言動に一喜一憂し、歴史問題で偏狭に争うのは終わりにすべきだ」と呼び掛けた。（時事2015/08/15-10:00）2015/08/15-10:00

７０年談話「謝罪なし」＝北朝鮮
　【ソウル時事】北朝鮮外務省報道官は１４日、声明を出し、安倍晋三首相の戦後７０年談話について、「日本の侵略の歴史に対する誠実な認定と謝罪が盛り込まれていない」と批判した。
　また「一言の謝罪や反省もないまま、国際社会の中での責任や貢献をうんぬんするのは、（北朝鮮）人民に対する耐えがたい愚弄（ぐろう）であり、国際社会に対する欺瞞（ぎまん）だ」と主張した。（時事通信2015/08/15-09:12）
７０年談話「危惧したより融和的」＝中国の反発は「二重基準」－米紙
【ワシントン時事】米紙ワシントン・ポスト（電子版）は１４日、安倍晋三首相の戦後７０年談話に関する社説を掲載し、「おわびを（自らの言葉として）繰り返す踏ん切りがつかなかったのは悲しいことだ」としながらも、「批評家が危惧していたよりはるかに融和的であり、国家主義的でなかった」と一定の評価を示した。
　社説はまた、集団的自衛権行使を可能にする憲法解釈変更を支持する同紙の立場からも、「１９３０年代、４０年代の歴史を書き換えようとしないことが重要だ」と指摘。談話中の「過去を胸に刻み続ける」「未来へと語り継いでいく」という部分を取り上げ、「首相の確約は（近隣諸国の理解を得る）助けになるはずだ」と強調した。
　一方で社説は、中国が「歴史を直視すべきだ」と安倍首相の談話に反発していることを踏まえ、自国民を天安門事件などの史実から遠ざけていることとの間に「著しいダブルスタンダード（二重基準）がある」と批判した。　（時事2015/08/15-11:38）2015/08/15-11:38

戦後７０年談話 ワシントン・ポストが社説掲載
NHK 　8月15日 11時36分
アメリカの有力紙「ワシントン・ポスト」の電子版は１４日、安倍総理大臣が戦後７０年にあたって発表した総理大臣談話について、社説を掲載しました。社説では「談話は、安倍総理大臣を批判する人たちが考えていたよりも、はるかに融和的な内容で、国粋主義的な要素も少なかった」と指摘しています。そして、現在、日本が集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法案を審議していることなどに触れ、「日本の変化に対して、近隣諸国からは懸念も上がっており、日本は、歴史認識を変えるつもりはないと示すことが、さらに重要になっている。この点について、安倍総理大臣は談話で、『苦難の歴史を胸に刻む』『未来へと語り継いでいかなければならない』と述べて保証した」と伝え、近隣諸国の懸念に応える内容だったとして、談話を評価する論調となっています。
７０年談話、日本の歩み評価＝比
　【マニラ時事】フィリピン外務省は１４日、安倍晋三首相の戦後７０年談話を受けて声明を出し、「日本が戦後、思いやりを持ち国際法に従って行動してきたことで、両国は多くの分野で信頼関係を築くことができた」と、日本の戦後の歩みを評価した。
　フィリピンは戦中、日本に占領され多くの市民が犠牲になった。談話はフィリピンの国名も挙げ、「苦難の歴史を胸に刻み、戦後一貫してその平和と繁栄のために力を尽くしてきた」と述べている。　（時事2015/08/15-10:31）
台湾で対日抗議活動＝２００人が安倍談話批判
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１５日、台湾の交流協会台北事務所前で、日本政府に抗議する反日団体メンバーら
　【台北時事】終戦記念日の１５日、台湾で沖縄県・尖閣諸島（台湾名・釣魚台）の領有や中台統一を主張する複数の反日団体メンバーら約２００人が、交流協会台北事務所（日本大使館に相当）前で日本政府に対する抗議活動を行った。
　参加者は、安倍晋三首相の戦後７０年談話について「心からの謝罪、反省がない」と批判。団体代表らが交代でマイクを握り、「日本は侵略戦争を反省せよ」「釣魚台を返せ」「安保法案は戦争法案だ」などと主張を繰り広げた。その後、抗議声明文を交流協会職員に手渡した。（時事2015/08/15-15:14）2015/08/15-15:14

